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農村問題における福祉の役割
―― 福祉化による社会問題緩和への道 一
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日本資本主義の発達は,欧米各国と比し資本主義体制のスター トが遅かったことが, そして国
土の狭小性と相倹って, 高度な資本蓄積が短期間で達成されたのである。 こうした国家目標に,
資本主義のもつその論理の特質から発生する矛盾を国民はもろにかぶってきたのである。本来歴
史的にも,資本蓄積と福祉成長は資本主義経済の必然にもかかわらず, 資本蓄積に傾斜するとい
ったいわば片]1呼吸依存型社会を形成するに及んだのであった。つまり,日本資本主義の発達は,
人間性の拡充を無視する過程に依存するかたちで資本蓄積を強力に押し進めてきたわけで, それ
はもはや歯」Lめが出来ないまでに進行し,人間の物質化 。商品化による搾取が浸透するに至って
いるのである。まさに「農民の犠llliによる経済成長」の歴史を形成してきたというよりほかある
まい。明治21年の農事調査による産業別生産割合をみると全国は72.4%, 農業県剰i潟は実に83.9
%も占めていたのである。その後の推移は第1表の如く,途中停滞もあるものの段階的減少傾向
をはっきり示していよう。
地租改正後の松方紙幣整理によるデフレ後の状況を明治25年の職業号1にみると, ここでも農業
県新潟の農業人口は65.2%を占め,昭和47年では29%と激減し隔世の感を覚えざるをえまい。一
陛紀に及ぶ変動の歴史が二つの数字となって現れているように, それは明らかに農民を土地から
切 り離すことにより,農民をその家族を資本蓄積の収奪対象にしてきた証を, この数字によって
だけでもTlt認が可能である。
こうした国内の矛盾によって進められた工業重視の政策で, 先進諸国が経済不況に悩む今日に
おいても,国際収支の大巾黒字を達成し得る日本の状況は,まさに「海獣」的存在として評され
るのも, 日本人の勤勉さだけではないだろう。先進資本主義では,福祉国家としても十分その地
位を評価されるものとなっていることは,資本蓄積と福祉成長のバランスを基軸にした資本主義
経済を歩んで来たもので, 日本に対する批判も,11向資本主義に対・するものにほかならない。この
調和が欠如しているにもかかわらず,資本主義経済成長の必然からではなく,場当り的な福祉,
切り売り的な福祉政策では,政策そのものの混舌Lをさけることはできない。そこで本稿では, 日
本の社会を大きく軌道修正させる役害Jをになった農業の変化の具体的過程をとらえ,今後の社会
の動向の中に,福祉がどのように計画的に導入しうるのかを検討してみたい。
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第1表 国民経済,県民経済 におけ る農業
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注 1 国民,県民所得統計,国勢調査,労働力調査 による。
2 昭和25年以前の所得統計は推計方法に差異があるが構成比の比較は問題ない。
2 現代 日本農業の位置
0)稲作 と:農業
現代日本農業は,兼業農民層によって支えられている。現状の農業は,農民をその家族を農業
1折得だけにたよっては生活できない厳しさと,農業そのものが一つの産業部門として農民の将来
を明るくさせるだけの材料を失ったいわば死滅しつつある産業になろうとしているのではなかろ
うか。これを農業県新潟の例をとってみても,昭和44年以来他産業の4分の1の水準にまで低下
しているのである(第1表)。 農産業は,人間の食本能の欲求を充す産業であり,人間の活力源
ともなる産業で,社会の発展と共にその充実が望まれるにもかかわらず,なぜ こうした衰退を辿
らねばならなかったのであろうか。兼業農民層の絶対多数は水稲生産者である。稲作は, 2アー
ノしの零細経営から5ヘクタール以上の大経営まで経営規模の大小を とわず,専業,兼業 さらに
｀
「 坦地から山村に至るまで,地形的条件をとわず,全県にわたって広く栽培されているというこ
とである。 昭和40～42年を中心に (47年は米の生産調整が 行われ,必ずしもその実態を十分把
握できないため),東北,Jヒ陸の米どころといわれている各県の水田率を第3表にみると,総じ
て北陸の水田率が高いが,90%が山林という長野においても決して低い数値ととはいえまい。ま
た,米作付世帯数 (第4表)においても,米づくり農家がほとんどであることが判明する。これ
らの表からも,わが国の農生産品目中米がその長であり (第5表参照),その自給率も100%以
卜で,他品目を圧している。稲作が歴史的にも日本農業の基幹作日であるとlHl時に, 日本人の主
食として米があり, これが政府の管理によって米価の所得補償方式が採用され,米価の上昇によ
る稲作の相対的な有利性をうみ,農家の安定的所得の対象として水稲単作化を強め機llll化を強
め 味 業型稲作」への傾斜を一般化させたのであった。 しかし,「兼業型稲作」が今後とも可能
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労 働 Jl産性 の 推 移 (新潟県)第2表
総  数
日召 40 409,359
44
462,665
541,672
621,018
699,144
労  働
?
? 産 1/L (円)?
? 育 3次 数 |を 1
産生
?
?
?
?
?
?
?
?
性 (%)
?
?
?
?
?
?
?
?
?
年 度
451  782,913
」1猫乳
212,231
225,586
278,516
305,616
289,912
280,444
275,049
305,058
513,660
589,377
684,004
798,728
936,285
1,073,011
1,142,614
1,301,222
illlll:|
|賀Z虹J
::[|:][|
L“t∞‖L 0268]
姿1罷 2
51 8     125 5
48 8     127.4
51 4     126 3
49 2     128 6
41 5     133.9
35 8     137.1
32 7     135 8
31 7     135 3
100.0
100 0
100.0
100.0
100.0
100.0
100 0
100 0
注 県民所得統計による。
第3表 各県別水田率と水|コ面積のシェア (単位:%)
注 農林省統計表
第4表 米 作 付 lL 帯 数
?
?
? |
め均 11県の計1新潟県|
62
6.1
6.1
(単位 :千戸,%)
?
?
?
?
?
?
???
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
???
?
| L｀: 42年 | 40年-41年 (参考)米作 付 農 家 率
数 率 |(42/40) 年 ■ 年 2年
全 国 ι
“
2414リス71卿 7
lずIL輩・l
1実
∠1 130.7 1
△  6.0
△  21
9101
93.0 1
9781
97 4
99.5
98.9
91 0
93.5
98.2
?
?
?
?
?
?
?
?
新潟県 1  197.6
L離
[IL驚:
|     |     |
注 世帯数は作付面積2アー ル以上のもの。
出所は食糧事務所資料
であるたうに ま,他産業から就労の安定的雇用と米の安定的地位によって成立するものである。
兼業農家の中でも,安定兼業を中心とした第2種兼業よりむしろ, 農業を主とする第 1種兼業が
問題であろ=モi斉界の景気の動向にもっとも敏感なものであって,場合によっては,農家は農業
の方を片手雪つ三責にとどめて,余力を兼業に注ぐ形態で農業の発展に力を傾注することができ
1灘」
地域 ＼｀、
ない。また,ひとたび景気が逆転すれば兼業機会が乏しくなり,農家は自らの狭少な耕地にしが
みついて,その生活を細々と続けてゆかねばならない きわめて不安定な農業のあり方である。第
2種兼業も,通常の農業を婦人,老人労働にゆだねる形態を とらねばならなく, これへの就労
が不可能になれば, やがては この農家は農業から手を引く時が来ることになろう。
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注 農林省農業所得統計
花き,工芸作物等が計上してないため,総額に合致しない。
第6表 16歳以上家族員の就業状況
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昭和30年以降 日本経済の高度成長にともない,食糧消費構造に異変が生じ,米の主食としての
地位がゆらぎはじめたのである。その結果 llH・和44年9月末,首相の諮1用機関である農政審議会は,
首相の諮問に答えて「米の需給均後1をはかるため,需給調整を緊急に行なうJよう答申した。こ
れ以降米の過剰対策として米価の抑制がはじまり,農家の安定所得の対象l~不安のかげりがみら
れてきた。昭和45年度において本格的な米生調整事業が実施され,昭和52年度にはさらに/1産調
整の強|ヒが予定されている。稲作から他品目への転作は, 農家の就労形態からもその技術研究の
面からも,転作の実現は困難といわざるをえない。たとえ転作が可能であっても, 農産物輸入の
拡大政策と相候って,農産物の価格は相対的に低廉に止められ,小農経営の多くの農家は増々と
り残され,農業生産に対する意欲を増大させる4/1料は皆無に等しい。稲作単作地帯といわれる新
潟県の夕1をとってみれば, その転作の困難性がうかがえるであろう。本県が稲作単作地帯になっ
た経過は,本県が多雪多湿の気候ゆえの必然でもあるが,なによりも米の増産政策の帰結であり,
これは疑う余地があるまい。本県では,米のほか麦や大豆の生産もかってはなされていたが (本
県は越後みその主産地であった),米の1曽産のため麦や大豆の生産は20年ほど前から県内からほ
とんどその姿を消した。麦がほとんど消滅した原因は,稲の作付期が甲まったため, 二毛作が不
能になったものである。作期の早まりは, 昭和30年以降現われ, とくに機械移lLAが普及した昭和
45年以降著しいものがある。現在,田植は5月10日前後がめどとなっており, 遅くとも5月末が
限度とされ,以後 10日遅れるごとに,収量は10アー ル当り1俵(60ロキ)ずつ減るといわれる。
つまり田植が早い方が収量が多く,安定しているためである。ところが,大麦の刈り取り期は6
月10～15日ごろで,小麦となればさらに遅く,稲作付の早まりで麦作とのダブリが生じ,比較的
労働力のかからない水稲単作が定着したのである。 したがって,輪作体系の確立による生産性の
飛躍的向上をはかる余地がなく,他品目への転作は無理というほかない。本県に類似した地域に
おいても同様の事情があろう。
米の問題は,つねに国民生活と直結し,社会経済的に深い関連をもち, それ1女に常に政治の重
要な課題となっている。日本経済の飛躍的発展は国民の生活水準を向上させ,それに伴い食糧消
費構造の変化が顕許化した社会において「兼業型稲作Jの農業の実態を把握し,福祉計画化経済
を導入することにより,兼業農家の育成をはからねばならない。そこで,農業の衰退の背景にあ
る工業化社会と農業との対比において,新しい福祉社会への道をさらに検討することにする。
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② 工業化のなかの農業
今日, 世界における経済大国としての地位を築くことが出来たのは, なによりも工業化の道を
えらび,その進展に国力を投入してきたことによることは明白な事実として,既に認め得るところ
であろう。明治維新以前の農業国時代の主生産目標は米であり,それ以降の工業化時代に至って
は鉄工生産が重要な産業に躍進することになり,まさに米が鉄によって制圧されたのであった。
近代資本主義国家として先進国に肩をならべるために, 政府の統制のもとに富国強兵の原則をし
き「農業と農民を犠牲の上に資本主義的工業の育成がはかられたJ。 わが国が資本主義的工業化
の方向に展開した背景には,前節に述べた如く,農業が水田稲作を基幹作日として発展している
ことから,輪作体系をはばみ,狭少な耕地での転作の困難性,そして さらに資源の乏しさが,工
業化への道を踏襲するきっかけをつくり,豊かな労働力をフルに活用して資本蓄積を達成 してき
たのである。
わが国の工業化への経過は,戦後の混乱と壊滅状態にあった日本経済の復興のために, さし迫
る食糧危機や住宅難で,生活におびやかされている事態に対処して,緊急開拓の推進による食糧
増産対策と傾斜生産方式による石炭,鉄鋼,化学,電力 などの基幹産業に資金面からのバ ック
アップが強力になされ,物の面において生産増加をみたのである。敗戦から昭和25年までの期間
は,農地改革をはじめ「農業手形制度J(昭和23年4月),「土地改良法」(同年 6月),「農業災害
補償法」(同年12月)など農村民主化の諸改革が急速に進められた。その後,朝鮮動乱 (昭和25年
6月)を中心とした情勢不安は, これまでの増産のみの運動とは質的に異なる,農家経営の合理
化を通じて総合的に食糧の増産をはかるため,農地の改良造成だけでなく,生産手段としての共
同施設等にも融資政策をとり,農業生産力を強めた。 同時に,鉱工業生産の回復,発展に対応じ
た農産物需要の増大が,商品生産の発展を刺激し,農業生産の投入量が急速に増大した。 この頃
になると,独占資本による小商品化生産農業支配形態がきずかれ,農家経済の商品化のなかでの
農業生産力も増し,農民の手元に形成される余乗」が,一方には商品市場を通じて資本に吸収され,
地方では高められた生産力水準をもとに農民経営の分化・分解を促進させた。すなわちこの時期
は,農地改革の効果が個別農民経営の発展を保証し,農業生産力の上昇に伴い,ノ」ヽ商品生産の拡
大が結実する時期にあたり,これの発展を通じて農民層の分化・分解が進み,経営競争に乗じきれ
ない農民の賃労働兼業の深化,拡大する過程における,小農制農業の内部矛盾を漸次高めることに
なる。昭和30年代前半は, 自然資源の開発から工業生産基盤拡大への時期である。関東一東海一
近畿―山陽を結ぶ既成工業地帯を中核とする,太平洋ベル ト地帯に日本経済を大きく作用する鉄
鋼第2期合理化計画の推進,石油化学工業の導入,耐久消費財需要にささえられた電気機器産業
の大幅な伸長などに見られる技術革新,消費革命をもたらす工業の急速な発展をみ, 農村の都市
化が浸透するのもこの頃である。またこの時は,米国の余剰農産物の処理をめく゛る国際的な農産
物の過剰傾向を背景に,わが国の経済政策が大きく揺れ,食糧自給政策から工業開発優先政策ヘ
の傾斜が強められた。これにより,農産物商品化率は前期よりさらに高まり,加工資本の農家進出
が顕著になり,農民は原料供給者として加工に直接にとられるという現象があらわれ,商業的農業
部門が拡大し,また農業生産構成の変化で,農民層の脱落が目立ち,農民層の分化 。分解は上層農
の土地lll入一経営地拡大の傾向を強め,農民間 。農工間の所得格差が深核化してきた。昭和30年
代後半は,昭和36年からはじまった農業基本法下の農政で,国。県営とする土地基盤の整備,近代
化資金を中′とヽとする金融面からのテコ入れなどが行なわれ, 耕枢機, トラックター等の機械,農
舎,畜舎等への投入が目だち,雇用市場の拡大で若年労lIJl力の農外流出における労働力不足をこ
の機械,施設の整備で補うためにも資金需要はきわめて高く,今後の農業に「機械貧乏Jといわ
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れる事態を引きおこすことになるのである。また畑作農業においては,基幹作日としての麦が,青
果物,畜産物の成長農産物化によって圧殺されたかたちになり,穀物農業のliH壊を招くのである。
総じて昭和30年代においては,顕著な資本の蓄積 。高成長により,重化学工業を中軸とした基幹
産業の生産基盤整備をめざす「地域開発」の急展開を通じて促進され,それが必然的に産業地域
経済の不均等発達をもたらし,農工間 。地域間の格差をいっそう拡大させたのであった。 したが
って,工業生産の飛躍的な発展に農業生産が大きく立ち遅れ, 農村への商品経済の浸透,都市的
生活様式の普及に伴う生産費水準の L昇に農業所得が追いつかず,また交通機関の発達やモータ
リゼーション,マスコミの普及によって, 農村と都市との接触が緊密となるなかで,農村から都
市への若年中堅労働力の流れがすさまじい勢いで進んでいった。この結果,農業後継者難,嫁きき
ん,農業労働力の女性化 。老令化などの問題が現われ,農村の疲弊が目立ってきた時期である。昭
和40年代初頭から後半にかけては,それ以前におこなわれた農業構造改善事業をはじめ,農業基本
法農政の出発の当初における米の積極的な投資を控えていたことから,昭和38年以降反収の停滞
などによる米不足の傾向があらわれ,昭和40年稲作総合改善事業をはじめ,昭和43年史上最高の
豊作となり米の過剰は決定的段階に入り,それをピークに米の生産調整をその後に迎えねばなら
なくなった。昭和42年以降, 日本経済はさらに伸び,貿易自由化の波は農産物市場にも大きく作
用し,生産装備の拡充に対する土地利用率,資本効率の点からの小農経済の内部矛盾が顕在化し,
土地生産力は低下し零細兼業稲作の矛盾が一層はっきりした。 昭和44年,第1次構造改善事業の
目的が達成されないままで,第2次構造改善事業がはじめられた。これは一般に「総合農政Jと
いわれるもので,米過剰による食管会計の赤字累増を背景に,農業の合理化,再編の徹底,離農
促進を意図するものにほかならなかった。つまりこれにより農民層の分解の上向,下向への方向
がllll次顕在化しつつも,離農対策,社会保障対策等の未整理,農地価格の騰貴等からその方向に
徹し切れず,分解は両すくみのこう着状態から脱却できないで,兼業化 。出稼ぎ化,挙家離村・
廃村に象徴される過疎化の問題が潜在化してさらに拡大していく道をたどるのである。昭和48年
秋におこった石油危機以降現在に至るまでの経過は, これまでの高成長から減速成長へとの変化
があらわれ, これまでかかえた問題をさらに複雑にしてきた。この石油パニックは,資源エネル
ギー価格等の相対価格の変化を需要構造の変化を通じて産業構造は変化をみせはじめ, エネルギ
ー多消費産業の低迷,技術集約型産業の発展という現象をみるのである。いわゆる量的なものか
ら質的なものへの重視という高度なものへと変化し,農業にも大きな影響を及ぼす,産業化の典
型的な時代の到来でもあった。昭和47年の米国の大豆輸出規制,昭和48年のアラブの石油輸出制
限戦略を契機に日本も世界も食糧に対する観念が一変し,食糧農産物の国内自給率向上への世論
が高まり,「食管赤字の累増」と「過乗1在庫」を理由に, これまでの稲作中′とヽ農業の後退を余儀
なくさせられ,麦類,大豆等の普通畑作物や飼料作物等への転作を迫られてきている。しかし,
すでに稲作農民の多くが農業所得よりも農外所得の多いいわゆる第2種兼業農家であり,基幹男
子農業専従者のいない主婦 。老令者労働にたよっているきわめて脆弱化した体質のなかで,彼ら
による他品目への転作はきわめて難しいといわざるをえまい。
以上,工業化のなかの農業の経緯をたどってきたが,工業経済の変化に伴い常に農業の質的・
量的な変化を要請され,発展的農業形成ではなく,農業生産構造の循環的展開のため,時代に即
応することができず, この循環の過程で, より多くの農民が振り落され,農民問題・農村問題を
より大きくして行くだけの悪循環発展であった。 したがって,今日の農業は,資本主義的再編成
。労働力流動化の過程で,激しい階級分化が進み,中農層をもまきこむ農民の賃労働者化が進行
することに伴って,農業生活の存立基盤と旧来の共同体的秩序をつき崩され,その激変のなかで
本 血
態様新たな地域問題と住民生活上の諸困難を山積せられている。
たものは,開かれた自由と人間性ではなかったろうか。
注)住谷 磐・石田紀久恵編『 現代の地域福祉』法律文化社,
工業化のなかでなによりも失っ
1975, 112頁-8行。
農村農民のかかえる問題
① 農 村 問 題
前節で述べた如く,資本主義工業化社会の発達は,それ以前における自給自足性農業から商品
生産農業へと変容するなかで,それに伴い農業に従事する者,生活する場の質的転換,量的転換
の経縛においてさまざまな問題をうんだのであり,農村を縮小・歪曲してのものであった。自給
自足農業では,農村は村落共同体 といわれる「家」を構成単位とする結合体を形成し,村落共同
体は共同体的土地所有と共同体的規制を通じて,成員の生産活動の遂行を保証し,また再生産活
動を助力する組織であり,前資本制的な農業生産に不可欠なものとして存在した。つまり,今日で
いう福祉追求的役害1をする地域集団とみなすことができる村落であった。 しかし,この共同体は,
生産手段・生産用具 。生産資材 。労働力など生産に要する諸必要物が貨幣によって調達され,さ
らに都市的要素が力日わり,貨幣を得るための生産として,農業生産が行なわれていく過程で,共
同体組織も漸次解体され,新しい共同が生まれるのである。わが国の商品生産農業への本格的転
換は,農地改革による土地所有構造の変化を土台とする。戦後の食糧不足を通じて行なわれた食
糧増産体制が進展し,農業生産力の飛躍的向上に伴う鉱工業生産の回復,発展が,農業の商品生産
化を刺激し,促進するという状況が昭和25年から昭不日30年にかけて顕著にあらわれたのである。
これ以降,農業生産力を食いつぶすなかで,日本経済は極度に発展して行ったが,急激な成長を求
めたため,あちこちに歪みが生じたのである。それは,とくに日本の地域開発計画の推進政策にそ
れをみることができるので, この対応のなかで農村問題の奥深さを知ることにしたい。戦後最初
に実施した大規模地域開発は,昭和25年の「国土総合開発法」が策定され,以後これをもとに地
域開発が展開されるのである。この国土総合開発法は,「国土の自然的条件を考慮して,経済,社
会,文化等に関する施設の総合的見地から,国土を総合的に利用し,開発し,及び保全し,並びに
産業立地の適正化を図り,あわせて社会福祉の向上に資すること」をその目的に謳い,電源開発,
食糧増産, 奥地未利用林の開発および災害防除など資源開発に重点がおかれた。これに呼応して
農業においては,「食糧自給態勢の急速なる強化Jが決定され,「食糧増産興農運動」として,土
地改良を中心とした開発が実施され,農村に対する過重な税制改革(シャウプ勧告),供出制度の
緩和,米価の安定,農家の私的固定投資の拡大,生産水準の優劣をめぐる経営競争を基本として農
民経営の分化・分解が漸次高められ,零細農の1党農化も進みはじめ,農家戸数が減少傾向をたど
り,兼業も急激に進行し中農層まで拡大する様相を呈した。そこであらたに昭和37年,国土総合
開発法にもとづいて「全国総合開発計画」が策定され,先きの法の観点を一層発展させ,地域間
の均衡ある発展という究極目標に向って長期的かつ国民経済的視点より国土総合開発の方向をめ
ざすことをあきらかにしたが,昭和35年12月に閣議決定していた「国民所得倍増計画」による経
済成長に押し切られた形で,計画で期待されていた地域格差の是正と過大都市問題の解決ヘー歩
も踏み入れなかった。経済成長下での農業および農家経済は,小商品生産の拡大と労働力の農外
流出を伴い,また農民層の上向,下向を通じ,農村地域の人口急減に対応 しきれず, この地域に
おける防災,教育,医療活動などの地域社会の基礎条件の維持を困難にするという過疎問題,都
市における過密の問題が発生し,あらためて国土利用の抜本的再編成をはかる必要が生じた。 こ
農村問題における福祉の役割
のため昭和44年5月「新全国総合開発計画」が決定され,1985年(昭和70年)を目標に人間の自然
との調和,開発可能性の全国土への拡大と均衡化,地域特性に応じた国土利用の再編成,安全,快
適,文化的な環境条件の整備保全 の4つの課題を調和させながら人間の豊かな環境を創造するこ
とを計画の目標とした。そしてこの計画を達成するための基礎条件として,中枢管理機能の集積
と物的流通の機構とを体系化するための全国的なネットワークを整備し, この新ネットワークに
関連せじめながら,各地の特性を生かした自主的効果的な産業開発,環境保/TNに関する大規模開
発プロジェクトを計画し,実施することによって,その地域が飛躍的に発展し,漸次その効果が全
土におよび,全国土地利用が均衡のとれたものになるという方式である。 しかし地域開発は,土
地の高騰を呼び,土地買占めが過疎地までおしよせ,昭和45年より序々にインフレーションのあ
おりが進行し,先取りする形の大資本攻勢によって土地が荒廃した。さらに農村の生活環境整備
の立ちおくれから,近効農村のスプロール化,平坦農村,山村への交通戦争や公害の波及など,環
境悪化が広がっていく。こうして「新全総」は,20年間を見通して閣議決定されたにもかかわら
ず,過密・過疎の拡大や石油ショック後の経済停滞などのため,わずか数年で国土建設の指針と
しての役害1を果せなく,第3次全国総合開発計画の着手を要請されざるを得なかった。そこで,昭
和52年11月この計画が閣議決定するitiびになったのである。 これは,「限られた国土資源を前提
として地域特性を生かしつつ,歴史的,伝統的文化に根ざし,人間と自然との調和のとれた安定感
のある健康で文化的な人間居住の総合的環境を計画的に整備することJを目標として,「大都市ヘ
の人口と産業の集中を抑制し,地方を振興し,全国土の利用の均衡を図りつつ,人間居住の総合的
環境の形成を区|るという方式(定住構想)を選択する。この方式を定着させるためには,各地方公
共団体の自主的な総合開発計画と調和をはかり,地域の参加の道を開くことが重要な課題であるJ
とするものである。この計画の基本路線であ「定住圏構想」の目標は,「定住人口=過密過疎問題
を根本的に解決するには,東京,大阪圏の人口を封鎖人口(昭和50年以降に社会増がないと仮定し
た人口)以下に抑制し,その他の地域へ人口定着を図ることが必要である。このため地域別定住人
口を想定し, これを目標として定住構想の実現を図るものとする」と,あらたな地方分散計画を
だしたのである。 日本経済は,安定成長の道を模索しつつある現在,土地と人間とのかかわりを
さらに深い部分で検討しなければ,公害問題等を防ぎえなく,福祉の後退を招き, この国内的矛
盾によって,国際社会の流動化の中に埋没し, これ自体宇宙論的構想になりかねない。「 3害1自
治Jないしはそれ以下の市町村の1曽加により極度の自治能力をうしないかけているので,こうし
た計画の先き行きは暗いといえよう。ゆえに,農村にみられる過疎化の問題は,地域住民の老令
化が強まっている折りでもあり,おざなりの公私の福祉のみでは解決の方向は容易ではない。 し
たがって,農民家族への総合的な生活改善をなくしては, 日本的土壌のなかに根をおろした地域
開発は期待できない。
1211 農 民 問 題
農民問題は,農業と農村と農民とは不可分の存在であって,それを切りはなしては これも論じ
られない。 しかしここでは,農民であるという社会的経済的地位によって生ずる問題, つまリミ
クロな存在を通して論ずることによって,それから派生する問題の根底を明らかにできるのでは
ないだろうか。そこで簡単ではあるが,以下に述べることにする。
農民,すなわち農業を職業とする人びとの大多数は,なによりも先ず祖先より受継いだ土地を
媒介として,その職業が成立する特徴をもっている。そして,多くの場合この土地は,彼らの居
住する近隣に位置しているため,彼らの生活に要する移動の範囲は極めて狭小であり,またかつ
農民は耕地を中′とヽとして居住圏が設定されているため,近隣集団もそれ程大きいものではなく,
子典本
限られた範囲の人間関係になり, 自然付き合いも緊密になる。こうした農家の環境は,都市化し
たなかではその保持が希薄化される。青年層の農外あるいは者5市への流出は,単に職場の有無,
収益の高低だけでは沢|ることが出来ない問題である。農業は,古今東西を問わず自然とのかかわ
りから離脱することが容易ではなく,それへの可能的なかかわりをするためには,莫大な資本と
計画性を必要とし,一農民の力では生産力にも限界があり,工業と農業の対等性の欠如によって,
農民として自立することは難しい。とくに産業化によって,各産業部門における専門技術の高度
化の傾向にあり,農業を職業とする場合にも,単に祖先伝来の土地を受継ぐという形だけでは,
もはや農民としての存続はあやぶまれる。農民は,農業をしている間は「食べるJことの可能性
はきわめて高い。一般雇用の地位にあるものは,やはり「食べる」ために雇用され,それによって
間接的な生きがいをもつ。農民は, 自分の食以外の生活手段が貧弱であるということから生ずる
問題をもっている。文化的面の欠如が,彼らの生活をより豊かに健康的に発展した原因がある。
その理由については, これ以前の節で論じてあるので省略するが,現代社会に不足するものは,
まさに農民における状態と類似のものがある。「職Jそれ自体は広く開発されているにもかかわ
らず,各職域における所得格差によって,環境格差によって,不足な職に甘んじざるを得ない実
態がある。 したがって,この部分にこそ社会保障・福祉の重点が置かれる必要がある。人間が人
間らしく生きることが出来るためにも,職業的なハンディキャップを是正し福7JL優先の経済政策
の推進が,農民[苦]題の1つの側面から明らかとなるのではなかろうか。
この論文においては,農村における福祉的問題の細部にわたつては論を進めず,マクロな側面
をとり上げ,農村問題における福祉の役害」が,どの程度果し得るかをみてきた。工業化のなかで,
あるいは地域開発のなかで忘れ去られたことは,まさに福祉の原点である人間の′とヽのオ巴握がまっ
たく切 りとられ,そこには形だけの,物だけの構想であった。 したがって,農村の福祉の役害1を
果すとしたならば, これらの経済計画化を必要とするのである。
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